
令和４年１１月１５日提出

教 育 委 員 会 会 議 議 案

木更津市教育委員会



１

２ 渡部 佳子 委員

３

４

頁

24 号 2

25 号 3

５

(1)

６

７

議 案 番 号 件 名

議 案 第 第３期木更津市教育振興基本計画（素案）について

閉 会 宣 言

報 告 事 項

そ の 他

議 案 第 市議会の議決を要する事件の議案（財産の取得）について

報 告 第 7 号
臨時代理の報告について

市議会の議決を要する事件の議案（令和４年度教育費１１月補正
予算案）について(6P)

木更津市教育委員会会議日程

開 会 令和４年１１月１５日（火） 午後１時００分

開 会 宣 言

会議録署名人の指名
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議案第２４号 

第３期木更津市教育振興基本計画（素案）について 

別紙のとおり第３期木更津市教育振興基本計画（素案）について、木更津市教育委員会組織

及び運営規則（昭和６１年木更津市教育委員会規則第１号）第５条第１号の規定により、議決を

求める。 

令和４年１１月１５日提出 

木更津市教育委員会教育長  廣 部  昌 弘   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 平成３１年３月に策定した第２期木更津市教育振興基本計画については、今年度末となる令和

５年３月に計画期間が終了となることから、新たに第３期木更津市教育振興基本計画を策定する

ことについて、教育委員会会議の議決を得ようとするものである。 
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議案第２５号

市議会の議決を要する事件の議案（財産の取得）について

令和４年１２月市議会定例会に提案する議案を、別紙のとおり市長に申し出ることについて、

木更津市教育委員会組織及び運営規則（昭和６１年木更津市教育委員会規則第１号）第５条第１

０号の規定により、議決を求める。

令和４年１１月１５日提出

木更津市教育委員会教育長 廣 部 昌 弘

提案理由

金田地区における生徒の増加に伴う教育環境の整備のため、木更津市立金田中学校用地として

土地を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年木更津市条例第９号）第３条の規定により、議会の議決を得ようとするものである。
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議案第 号

財産の取得について

市は、次の土地を取得する。

令和４年 月 日提出

木更津市長 渡 辺 芳 邦

１ 土 地 の 表 示

所 在 木更津都市計画事業金田西特定土地区画整理事業施行区域内

仮換地９９街区１画地

地 積 ７，８５８平方メートル

２ 取 得 目 的 木更津市立金田中学校用地

３ 取 得 金 額 １７９，４２４，３３４円

４ 取得の相手方 千葉県千葉市中央区市場町１番１号

千葉県

千葉県知事 熊谷 俊人

提案理由

金田地区における生徒の増加に伴う教育環境の整備のため、木更津市立金田中学校用地として

土地を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年木更津市条例第９号）第３条の規定により、議会の議決を得ようとするものである。
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議案第 号 位置図・仮換地位置図 金田中学校用地

金田中学校用地

木更津金田

インターチェンジ

位置図

金田小学校

取得予定地
９９街区１画地

仮換地指定図

至 金木橋

金田バスターミナル

取得予定地

金田中学校用地
９９街区２画地
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報告第７号 

   臨時代理の報告について 

 木更津市教育委員会組織及び運営規則（昭和６１年木更津市教育委員会規則第１号）第６条第

１項の規定により、別紙のとおり臨時代理をし処理したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和４年１１月１５日提出 

木更津市教育委員会教育長  廣 部  昌 弘   
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   教育委員会の議決事項の臨時代理 

 木更津市教育委員会組織及び運営規則（昭和６１年木更津市教育委員会規則第１号）第６条第

１項の規定により会議を招集する暇がないと認めるので、次のとおり臨時代理し処理する。 

  令和４年１１月２日 

木更津市教育委員会教育長  廣 部  昌 弘   

臨時代理第９号 

   市議会の議決を要する事件の議案（令和４年度教育費１１月補正予算案）について 

 

 別紙のとおり 
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木教総第４２６号  

令和４年１１月２日  

 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  様 

 

木更津市教育委員会 

教育長  廣 部  昌 弘 

              （公印省略） 

 

 

令和４年１１月市議会臨時会に附議する教育委員会に係る予算議案の意見聴

取について（回答） 

 令和４年１０月２８日付け木財第１０２６号で意見を求められました標記の件につきまし

て、意見はございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当         

教育部教育総務課   

河名（内線８９０５） 
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（単位：千円）

当初
予算額
（Ａ）

予算現額
（Ｂ）

補正要求額
（Ｃ）

補正要求後
の額

（Ｂ＋Ｃ）

50
分担金及び
負担金

5 負担金 15 教育費負担金 4,619 4,619 4,619

55
使用料及び
手数料

5 使用料 30 教育使用料 14,376 14,376 14,376

5 国庫負担金 15 教育費国庫負担金 0 0 0

10 国庫補助金 35 教育費国庫補助金 14,610 37,052 37,052

5 県負担金 25 教育費県負担金 0 0 0

10 県補助金 40 教育費県補助金 3,979 3,979 9,997 13,976

35 教育費県委託金 0 70 70

40
事務処理の特例にか
かる県委託金

64 64 64

70 財産収入 5
財産運用
収入

10 利子及び配当金 5 5 5

75 寄附金 5 寄附金 30 教育費寄附金 500 600 600

35
生涯学習基金
繰入金

0 0 0

45
学校教育施設整備基
金繰入金

0 0 0

80
きさらづオーガニッ
ク給食基金繰入金

500 2,332 2,332

10 市預金利子 5 市預金利子 0 0 0

8 給食事業収入 632,165 632,165 632,165

15 雑入 5,342 97,972 97,972

95 市債 5 市債 40 教育債 0 0 0

676,160 793,234 9,997 803,231

教育委員会【歳入】

60 国庫支出金

款 項 目

計

90 諸収入

15 県委託金

80 繰入金 5 基金繰入金

県支出金65

30 雑入
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（単位：千円）

款 項 目
当初予算額
（Ａ）

予算現額
（Ｂ）

補正額
（Ｃ）

補正後
の額

（Ｂ＋Ｃ）

50 2,525,667 2,954,720 20,476 2,975,196

5 23,558 35,558 0 35,558

5 教育委員会費 1,875 1,875 1,875

10 事務局費 10,970 22,970 22,970

17 まなび支援センター費 10,713 10,713 10,713

10 510,386 575,042 0 575,042

5 学校管理費 322,262 382,764 382,764

10 教育振興費 160,392 164,546 164,546

15 学校建設費 27,732 27,732 27,732

15 312,532 462,727 0 462,727

5 学校管理費 166,066 313,502 313,502

10 教育振興費 141,441 144,200 144,200

15 学校建設費 5,025 5,025 5,025

20 0 0 0 0

5 教育振興費 0 0 0

25 364,917 473,251 0 473,251

5 社会教育総務費 44,052 61,658 61,658

10 青少年育成費 8,384 8,384 8,384

15 公民館費 190,108 240,601 240,601

20 図書館費 80,170 87,140 87,140

25 少年自然の家費 11,101 11,101 11,101

27 博物館費 24,208 57,473 57,473

30
生涯学習まちづくり推進
事業費

6,894 6,894 6,894

30 1,314,274 1,408,142 20,476 1,428,618

20 学校給食費 1,314,274 1,408,142 20,476 1,428,618

※人件費含まず

保健体育費

教育委員会【歳出】

教育費

教育総務費

小学校費

中学校費

幼稚園費

社会教育費
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第３期 木更津市 

教育振興基本計画 
２０２３年度～２０２６年度 

（令和５年度～８年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
KISARAZU PALETTE   

 
令和５年  月  

木 更 津 市 教 育 委 員会 

（素案） 





はじめに

第２期木更津市教育振興基本計画の計画期間であった２０１９年度から２０

２２年度の４年間のうち、２０２０年度から２０２２年度までの３年間は、新

型コロナウイルス感染症との戦いの３年間であったと言ってもよいのではない

でしょうか。歴史上初めてとなる、２０１９年度末から２０２０年度始めの３

か月間にも及ぶ学校の臨時休業は、学校の存在意義が問われるという点から、

教育委員会、学校にとって大変衝撃的なものでした。

その後も学校行事や授業、部活動等は制限され、生涯学習の面でも公民館活

動をはじめ、数々の事業を中止、縮小せざるを得ない状況に追い込まれ、現在に

至っています。したがって、本来であれば、当然検証すべき４年間の計画事業の

中に、実施の制限をせざるを得なかった事業も多く、実績の検証を十分に行う

ことができませんでした。

現在でも新型コロナウイルス感染症との戦いは続き、感染拡大防止の対応は

かなり軽減されたものの、ワクチン接種の推進、「三密（密閉・密集・密接）」の

回避、マスク着用・手指消毒の推奨等は継続されており、学校においても、マス

ク着用・手指消毒、施設設備の消毒、授業や学校行事の一部制限等は未だ継続さ

れております。

時を同じくして、国のＧＩＧＡスクール構想により、学校のＩＣＴ化が飛躍

的に進み、児童生徒全員にタブレットが配られ、全学級に電子黒板が設置され

たことにより、新型コロナウイルス感染防止対応のため、オンラインによる授

業や学校行事が日常的に行われるようになりました。

そんな中、学校では、不登校児童生徒が増加傾向になり、生涯学習の面からも

市民公開講座や公民館の講座、サークル活動などが制限され、中止又はオンラ

イン化するなど、高齢者の外出機会が減少し、今後が心配されるところです。

木更津市教育委員会では、今回、「第３期教育振興基本計画」を策定しました。

第１期、第２期の教育振興基本計画の後継計画であり、めざす方向性に大きな

変更はありませんが、新しい時代を見据え、「木更津市第３次教育大綱」との連

携を密にしながら、市民の皆様にもよりわかりやすい具体性のある計画に整理

をいたしました。

今後、本計画に掲げた各施策に着実に取り組み、「まなびあい、きらりかがや

く『教育都市きさらづ』」の実現に向け、教育環境の整備を図り、子どもから高

齢者まで、誰もが学び合い、輝き合えるまちづくりを推進してまいります。

木更津市教育委員会

教育長 廣部 昌弘
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１ 策定の趣旨

木更津市教育委員会では、２０１５年度（平成２７年度）から２０１８年度

（平成３０年度）までの４年間を計画期間とした「木更津市教育振興基本計画」

（以下、「第１期計画」という）を２０１５年（平成２７年）３月に、２０１９

年度（令和元年度）から２０２２年度（令和４年度）までの４年間を計画期間と

した「第２期木更津市教育振興基本計画」（以下、「第２期計画」という）を２０

１９年（令和元年）３月に策定しました。そして、２０１４年（平成２６年）３

月に改訂した木更津市基本構想に掲げる将来都市像「魅力あふれる 創造都市

きさらづ ～東京湾岸の人とまちを結ぶ 躍動するまち～ 」の実現に向け、基

本構想の目指すべき方向のうち、「子どもを育む環境づくり・まちを支えるひと

づくり」を教育の役割と捉え、「まなびあい、きらりかがやく『教育都市きさら

づ』」の実現を教育委員会の目標とし、様々な事業に取り組んできました。

この間、国においては、２０１８年（平成３０年）６月に「第３期教育振興基

本計画」を策定し、「第２期教育振興基本計画」において掲げた「自立」、「協働」、

「創造」の３つの方向性を実現するための生涯学習社会の構築を目指すという

理念を引き継ぎつつ、２０３０年以降の社会の変化を見据えた教育政策の在り

方が示されました。また、人生１００年時代や超スマート社会（Society5.0）の

到来に向け、教育を通じて、生涯にわたる一人ひとりの「可能性」と「チャンス」

を最大化することを今後の教育政策の中心に据えて取り組むことを重点事項と

して、今後の教育政策に関する５つの基本的な方針が策定されました。そして、

これらの方針に沿って２０１８年度（平成３０年度）から２０２２年度までの

５年間における教育政策の目標と具体的な施策が示されており、２０２３年度

以降も同様の方向性で進んでいくものと考えています。

千葉県においても、２０１０年（平成２２年）３月に策定した「みんなで取り

組む『教育立県ちば』プラン」の後継計画として、２０１５年度（平成２７年度）

から２０１９年度（令和元年度）までの５年間を計画期間とする「新 みんなで

取り組む『教育立県ちば』プラン」を２０１５年（平成２７年）３月に、２０２

０年度（令和２年度）から２０２４年度（令和６年度）までの５年間を計画期間

とする「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」を、令和２年２月に策定し

ています。

これらの国や千葉県での計画策定の取組に合わせ、本市における「第１期計

画」、「第２期計画」の後継計画として、本市の教育が目指すべき姿の実現に向け

て、２０２３年度（令和５年度）から２０２６年度（令和８年度）の４年間で取

り組む教育の目標や施策を示した「第３期木更津市教育振興基本計画」（以下、

「第３期計画」という）を策定することといたしました。
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したがって、第１期計画、第２期計画と同様に、２０３０年を目標年次とした

本市の基本構想の実現に向けた基本的な施策を推進するため、第３期計画では、

教育委員会の基本目標として、以下の４つの目標に整理し、より明確化するこ

とで、伝わりやすくいたしました。

①魅力ある学校づくりの推進

②生涯学習社会の実現

③青少年の健やかな成長

④芸術文化活動の活性化

また、木更津市教育委員会が育成したい「子ども」の姿を＜木更津っ子＞と称

し、５つにまとめることで、目標をよりわかりやすくいたしました。

「子ども」とは、概ね７歳から１８歳をイメージしています。

＜木更津っ子＞（木更津市教育委員会が育成したい「子ども」の姿）

○ ふるさと木更津を愛し、地元に貢献しようとする意欲を持つ子

○ 学習習慣を身に付け、自らの課題を学習により解決しようとする子

○ 思いやりの心を持ち、自他の心身の健康のため行動できる子

○ グローバルな視点を持ち、ＳＤＧｓの達成に向けて行動できる子

○ 防災意識を持ち、日頃の準備を怠らず、災害時に自他の命を守る

行動がとれる子
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２ 計画の位置づけ

（１）この計画は、教育基本法（※１）第１７条第２項の規定に基づく計画であり、

「第１期計画」、「第２期計画」において設定した、本市のめざす教育の基本的理

念を踏まえ、継承しながら、更に発展させるために、２０２３年度から４年間で

取り組む教育施策の基本的な方向を示すものとします。

（２）この計画は、国が定めている「第３期教育振興基本計画」（２０１８年６

月策定）及び県が定めている「千葉県教育振興基本計画 次世代へ光り輝く『教

育立県ちば』プラン」（令和２年２月策定）を参酌します。また、「木更津市基本

構想」、「木更津市基本計画」をはじめとする、市や教育委員会が策定する他の計

画等と整合した教育行政分野における総合計画として位置づけます。

※１教育基本法

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育

の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項につ

いて、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体に

おける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければなら

ない。
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３ 基本方針と重点目標

「自立する力」と「共生する姿勢」を身に付けた児童生徒を育成し、児童生

徒本人、家庭や地域社会から信頼される魅力ある学校づくりを推進します。

重点目標１ 児童生徒に学習する習慣を身に付けさせます。

重点施策 (１) 児童生徒の読書数の向上

(２) 学習意欲の向上

(３) プログラミング学習の充実

(４) きさらづ特認校の活性化

重点目標２ 児童生徒の人権意識の高揚を図ります。

重点施策 (１) いじめのない集団づくり

(２) 虐待への適切な対応

重点目標３ 外国語教育・国際理解教育の充実を図ります。

重点施策 (１) 外国語指導助手（ＡＬＴ）による授業の支援

(２) 外国語学習意欲の向上

(３) 教職員に対する英会話研修の実施

重点目標４ 特別支援教育の充実に努めます。

重点施策 (１) 特別支援教育に関する実態調査

(２) 個別支援の充実

(３) スクールサポートティーチャー（ＳＳＴ）の配置

(４) 特別支援教育支援員の配置

(５) スクールアクティブサポーター（ＳＡＳ）の配置

重点目標５ 保護者・地域と連携した学校づくりを推進します。

重点施策 (１) 学校支援ボランティア活動の推進

(２) 学校評価木更津システムの実施

(３) コミュニティスクールの推進

(４) 広報活動の充実

(５) 放課後等の子どもの居場所づくり

基本方針１ 魅力ある学校教育の推進
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重点目標６ 現代的課題について考え、行動に移す意欲とスキルを育成

します。

重点施策 (１) ＳＤＧｓ教育の推進

(２) 環境教育の推進

(３) プレゼンテーション能力の育成

(４) キャリア教育の充実

(５) 学校間交流の活性化

重点目標７ 教育相談活動の充実を図り、児童生徒の正しく前向きな

自己決定を支援します。

重点施策 (１) スクールカウンセラー（ＳＣ）、心の相談員の配置

(２) 教育相談教室の実施

(３) 自立支援教室（あさひ学級）の運営

重点目標８ 教職員の働き方改革を推進するとともに、指導支援能力を

高めます。

重点施策 (１) 夏季教職員研修の実施

(２) 情報化推進チームの組織化

(３) ＩＣＴ支援員の派遣

(４) 教職員の時間外勤務時間の縮減

(５) 部活動の地域への移行の推進

重点目標９ 「食」に関する指導を推進し、安全・安心な学校給食の提供

に努めます。

重点施策 (１) 「地産地消」給食の推進

(２) 地元産有機栽培米の提供

(３) 食育のための環境の充実

(４) 学校給食施設の環境整備

重点目標 10 学校の教育環境の整備に努めます。

重点施策 (１) 学校施設長寿命化計画の実行

(２) 小中学校の整備
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ふるさと木更津を愛し、誰もが自ら学び、健康で生きがいのある生活を送る

ことができる生涯学習社会の実現を目指します。

重点目標１ 生涯学習・社会教育推進体制の充実に努めます。

重点施策 (１) 市民参画による社会教育行政の推進

(２) 生涯学習・社会教育振興のための支援体制の充実

(３) 社会教育施設の総合的な環境整備

重点目標２ 生涯学習・社会教育活動の充実に努めます。

重点施策 (１) 子育て・家庭教育支援事業の充実

(２) 市民の生涯学習機会の充実

(３) 社会教育関係団体の育成と支援

重点目標３ 人権が尊重される社会をつくるための取組を進めます。

重点施策 (１) 人権教育研修会の開催

(２) 人権啓発活動の実施

重点目標４ 公民館活動の活性化を推進します。

重点施策 (１) 公民館利用者の拡大

(２) 地域自治の活動の支援

(３) デジタル社会への対応支援

重点目標５ 市民の読書活動を推進することにより、生涯学習体制の充実

に努めます。

重点施策 (１) 図書館サービスの充実

(２) 電子図書サービスの拡大

基本方針２ 生涯学習社会の実現
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青少年の健やかな成長を社会全体で支える仕組みを整備し、豊かな人間性と

主体的な判断力を持つ青少年を育みます。

重点目標１ 地域の中で青少年を支える環境づくりを推進します。

重点施策 (１) 青少年育成関係機関の活動の支援

(２) 地域の教育力向上のための活動支援

(３) 地域の青少年健全育成活動の支援

重点目標２ 青少年が地域社会の中で主体的に活躍できる環境づくりと、

社会的孤立を防ぐ取組を推進します。

重点施策 (１) 青少年育成事業の実施

(２) 少年自然の家キャンプ場の利用促進

(３) 青少年の活躍の場の創出

重点目標３ 青少年の健全育成と非行防止を図るため、地域と連携した

取組を進めます。

重点施策 (１) 相談活動の実施

(２) 青少年補導員等によるパトロールの実施

(３) 青少年非行防止啓発活動の実施

(４) 青少年指導関係運営協議会の開催

(５) 体験活動をテーマとした青少年事業の実施

基本方針３ 青少年の健やかな成長
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市民による芸術文化活動の活性化を図り、地域の文化遺産や芸術文化を次

世代に引き継ぐ活動を推進するとともに、「木更津市民としての誇り」の醸

成を図ります。

重点目標１ ふるさと文化の新たな発見・保存・継承を推進し、公開する

ことにより、シビックプライドの醸成に努めます。

基本施策 (１) 重要文化財「千葉県金鈴塚古墳出土品」の国宝化推進

事業の実施

(２) 文化財保護対策の推進

(３) 埋蔵文化財保護対策の推進

(４) 将棋文化の継承・普及

(５) 木更津市史の編さん・刊行

(６) 博物館（郷土博物館金のすず）事業の充実

基本目標２ 優れた文化芸術に触れる機会を提供するとともに、地域の文化

遺産や伝統芸能を次世代に引き継ぐ活動の充実を図ります。

基本施策 (１) 芸術文化振興事業の実施

(２) 芸術文化に親しむまちづくり振興事業の実施

(３) 文化芸術団体への支援

(４) 新しい中規模ホールの活用方法の検討

基本方針４ 芸術文化活動の活性化
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計画の全体像 

「計画の全体像」では、重点施策を推進するための具体的な施

策、指標及び目標を記載し、進行評価をしやすくしました。 

 なお、目標については、毎年度末評価を実施いたします。 
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基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

① 学校図書館システムを導入し、学校間の連携を
図り、学校図書館を活性化します

児童生徒１人あたりの貸出
冊数

1人あたりの貸出冊数（R8）
小学校　５０冊/年
中学校　１０冊/年

学校教育課

② 読書相談員の配置を継続します
読書相談員の全小中学校配
置

全小中学校(30校)に配置 配置の継続（毎年度） 学校教育課

③
図書館と連携し、団体貸し出し事業を推進しま
す

団体貸し出し事業の実施件
数

年間122件 年間200件（毎年度）
図書館
学校教育課

仮パスワード交付を受けた
学校数

０校 小中学校１５校（R8）
図書館
学校教育課

読書数０の児童生徒数の割
合

小学校…10.6%
中学校…15.9%

小学校…５％以下
中学校…10％以下（R8）

学校教育課

(２) 学習意欲の向上 ①

・算数数学検定を年間２回実施し、学び直しの機
会を作ります
・取組状況を調査し、過去問題等の活用方法の
広報や未受検の児童生徒への受験率向上に努
めます

受検率 76.8％ 80.0%（R8）
まなび支援セン
ター

①
プログラミング連携協定を活用し、出前授業を
実施します

企業や教育機関による出前
授業の実施

年間１０回以上実施（毎年
度）

まなび支援セン
ター

② 指導計画モデルプランを策定し、各学校の参考
とします

各学校における指導計画の
策定

・小中９か年の一貫したプロ
グラミング学習の指導計画
を策定（R5・R6）
・指導計画を全小中学校に
広める（R7・R8）

まなび支援セン
ター

(４) きさらづ特認校の活性化 ① スクールバスを運行し、学区外からの通学の利
便性を高めます

きさらづ特認校利用児童生
徒数

４０人 ７０人（R8） 学校教育課

注１：「現状値（令和３年度実績）」欄に（※）の表記のある項目については、新型コロナウイルス感染症拡大防止により事業の縮小または中止のあったもの
注２：「現状値（令和３年度実績）」欄が斜線の項目については、令和３年度未実施等のもの

施　　　　策

④

「
自
立
す
る
力

」
と

「
共
生
す
る
姿
勢

」
を
身
に
付
け
た
児
童
生
徒
を
育
成
し

、
児
童
生
徒
本
人

、
家
庭
や

地
域
社
会
か
ら
信
頼
さ
れ
る
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す

1
児童生徒に学習する
習慣を身に付けさせ
ます

児童生徒に電子図書サービスの利用を推奨しま
す

重点目標

児童生徒の読書数の向上

重点施策

(１)

(３)
プログラミング学習の充
実

-
 
1
3
 
-



基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

①
いじめ防止対策基本方針を策定し、各学校に周
知徹底します

各学校におけるいじめ防止
対策基本方針の策定、公表

全小中学校において策定、
公表

全小中学校において策定、
公表（毎年度）

学校教育課

各学校における実態調査の
実施、活用

全小中学校において実施、
活用

全小中学校において実施、
活用（毎年度）

学校教育課

いじめをしない児童生徒の
割合

「いじめをしない子」
小学校　85.5%
中学校　94.2%

「いじめをしない子」
小学校…87%
中学校…96%   （R8）

学校教育課

③ 教職員のいじめに対する意識向上と指導力の向
上を図り、いじめのない集団づくりに努めます

校内研修の実施回数
全小中学校において１回以
上実施

全小中学校において１回以
上実施（毎年度）

学校教育課

① スクールソーシャルワーカーを配置し、関係部署
との連携調整支援等に努めます

スクールソーシャルワーカー
の学校訪問回数

前期６０回・後期６０回
計１２０回の訪問実施（毎年
度）

学校教育課

②
被虐待児童生徒の発見に努め、発見した場合
は、関係部署との緊密な連携の下、通告等適切
な対応をします

被虐待児に対する対応事例
の検証

全ての事例において、適切
な対応とする検証結果

全ての事例において、適切
な対応とする検証結果（毎
年度）

学校教育課

①
小学校において、外国語授業（小5.6）、外国語
活動（小3.4）の全時間に外国語指導助手
（ALT）を配置します

小学校の外国語授業、外国
語活動へのＡＬＴ全時間配置

100％ 全時間配置を堅持（毎年度）
まなび支援セン
ター

② 国際理解教育に関する出前授業の実施を推奨し
ます

小学校での出前授業の実施 全小学校に派遣（R8）
まなび支援セン
ター

(２) 外国語学習意欲の向上 ③ English campを開催します
English campの実施回
数

夏季休業中に１回開催（毎年
度）

まなび支援セン
ター

英会話教室の開催回数 延べ110人 年間120回（毎年度）
まなび支援セン
ター

中学校英語教員のCEFR 
B2レベルの割合

27.5％ 年５％ずつ増加（毎年度）
まなび支援セン
ター

(１)

重点目標

3
外国語教育・国際理
解教育の充実を図り
ます
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定期的にいじめ実態調査を行い、実態把握に努
めます

2
児童生徒の人権意識
の高揚を図ります

いじめのない集団づくり

虐待への適切な対応

(１)

(２)

(３)
教職員に対する英会話研
修の実施

外国語指導助手（ALT）に
よる授業の支援

重点施策 施　　　　策

②

④ 夏季休業中に、教職員対象の英会話教室を開催
します

-
 
1
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-



基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１)
特別支援教育に関する実
態調査

① 特別支援に関するアンケート調査を行い、定期
的に実態を把握し、施策に反映させていきます

アンケート調査の実施
（３年毎に実施）

アンケート調査の実施 R6に実施 学校教育課

(２) 個別支援の充実 ①
各学校の必要に応じ、個別の教育支援計画・指
導計画を作成し、指導支援に活かしていきます

個別の教育支援計画、指導
計画の作成

特別に支援を要する全児童
生徒分を作成

特別に支援を要する全児童
生徒分を作成（毎年度）

学校教育課

(３)
スクールサポートティー
チャー（SST）の配置

① 学級担任の補助に当たるため、スクールサポー
トティーチャー（SST）を配置します

スクールサポートティー
チャーの配置人数

24人 ２８人（R８） 学校教育課

(４)
特別支援教育支援員の配
置 ①

児童生徒の必要に応じ、特別支援教育支援員を
配置します

特別支援教育支援員の配置 ４人配置（小学校３校）
特別に支援を要する全児童
生徒への配置（毎年度）

学校教育課

(５)
スクールアクティブサポー
ター（SAS）の配置

① 教職員の補助に当たるため、スクールアクティブ
サポーター（SAS）を配置します

スクールアクティブサポー
ターの配置

小学校８校、中学校４校へ配
置（３０名）

希望する全小中学校への配
置（毎年度）

学校教育課

(１)
学校支援ボランティア活
動の推進 ① 学校支援ボランティア活動推進事業を推進しま

す
学校支援ボランティアのべ
活動者数

11,023人
　小学校：10,526人
　中学校：     497人

小：各学校登録者数×１０
中：各学校登録者数×３
（毎年度）

学校教育課

① 学校評価木更津システムを確実に実施し、結果
を公表します

各学校における学校評価木
更津システムの確実な実施
と結果の公表

全小中学校において実施、
公表

全小中学校において実施、
公表（毎年度）

学校教育課

② 学校の現状を把握し、改善に活かします 学校満足度
小：87.0%
中：88.2%

全小中学校で満足度９０％
以上（毎年度）

学校教育課

(３)
コミュニティスクールの推
進

① きさらづ特認校に学校運営協議会を組織します
学校運営協議会の設置学校
数

きさらづ特認校全校に設置
（R8）

学校教育課

(４) 広報活動の充実 ① 学校ＨＰの定期的な更新に努めます 学校ＨＰアクセス数 児童生徒数×４（毎月） 学校教育課

(５)
放課後等の子どもの居場
所づくり

① 放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を
検討します

放課後子ども教室開設数 ６か所 １０か所（R8） 生涯学習課

(２)
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重点目標

4
特別支援教育の充実
に努めます

5
保護者・地域と連携し
た学校づくりを推進
します

学校評価木更津システム
の実施

重点施策 施　　　　策
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基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

①
ＳＤＧｓ、包括的性教育等、現代的課題を意識し
た教育課程づくりを推進します

教育課程への反映学校数 全小中学校（R８） 学校教育課

②
市が推進するＳＤＧｓ関連事業についての理解を
深めます

市の出前授業の実施学校数 中学校２校で実施
小学校１２校、中学校６校で
実施（R８）

学校教育課

(２) 環境教育の推進 ①
市が推進するゼロカーボンシティの取組につい
て理解を深め、行動意欲を高めます

市の出前授業の実施学校数 中学校２校で実施
小学校１２校、中学校６校で
実施（R８）

学校教育課

(３)
プレゼンテーション能力の
育成

① 学習活動研究発表会を開催し、日頃の学習成果
を発表する場を作ります

学習活動研究発表会の開催 年度末に１回開催（毎年度） 学校教育課

(４) キャリア教育の充実 ① 体験に基づくキャリア教育を推進し、自分に合っ
た進路決定を進める意識を高めます

職場体験、就業密着観察学
習の実施学校数

小学校７校、中学校２校で実
施（※）

全小中学校で実施（毎年度） 学校教育課

(５) 学校間交流の活性化 ①
中学校合同生徒会を組織し、学校間で切磋琢磨
し、互いに高め合う場を作ります

中学校合同生徒会の開催 年２回開催（毎年度） 学校教育課

(１)
スクールカウンセラー
（SC）、心の相談員の配置 ①

各学校にスクールカウンセラー（SC）、心の相談
員を配置し、児童生徒が悩みを相談できる場を
作ります

スクールカウンセラー、心の
相談員の配置

・全小中学校へスクールカウ
ンセラーを配置
・小学校 ９校、中学校１０校
に心の相談員を配置

全小中学校への配置を維持
（毎年度）

学校教育課

(２) 教育相談教室の実施 ①
専門家による教育相談教室を実施し、児童生徒
及び保護者の悩みについて、専門的な立場から
相談できる場を作ります

教育相談教室の開催回数 年56回 年５６回（毎年度）
まなび支援セン
ター

(３)
自立支援教室（あさひ学
級）の運営 ① 自立支援教室（あさひ学級）を運営することによ

り、不登校の児童生徒の自立を支援します
あさひ学級の効果的な運営

・年３回親の会開催
・年2回学校との個別ケース
会議開催

・年３回親の会開催
・年２回学校との個別ケース
会議開催
（毎年度）

まなび支援セン
ター

(１)
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6

現代的課題について
考え、行動に移す意
欲とスキルを育成し
ます

ＳＤＧｓ教育の推進

7

教育相談活動の充実
を図り、児童生徒の
正しく前向きな自己
決定を支援します

重点施策 施　　　　策
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-



基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１) 夏季教職員研修の実施 ①
教科指導、生徒指導、現代的課題等について夏
季教職員研修を実施し、市内教職員の資質力量
を高めます

夏季教職員研修の延べ参加
者数

510人 ６００人（毎年度）
まなび支援セン
ター

(2)
情報化推進チームの組織
化 ①

学校内に情報化推進チームを組織し、教職員の
ICTのスキルを高めます

情報化推進チームによる研
修会の実施

年２回 年２回以上（毎年度）
まなび支援セン
ター

(3) ICT支援員の派遣 ①
各学校にICT支援員を派遣し、授業補助に当た
り、教職員のICTを活用した指導技術を高めま
す

全小中学校へのICT支援員
の派遣回数

１校あたり週1回
１校あたり週１回以上（毎年
度）

まなび支援セン
ター

(4)
教職員の時間外勤務時間
の縮減 ① 教職員の時間外勤務の実態を定期的に把握し、

縮減に向けた取組を推進します
時間外勤務時間 月４５時間
以上の割合

小学校:  6月…59.7%
　　　　　11月…45.8%
中学校: 6月…80.4%
　　　　　11月…70.0%

０％（R8） 学校教育課

(5)
部活動の地域への移行の
推進 ① 関係課と連携し、土日の中学校部活動の地域移

行の体制づくりを進めます
土日の中学校部活動の地域
への移行

R7までに移行 学校教育課

施　　　　策重点目標
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8

教職員の働き方改革
を推進するとともに、
指導支援能力を高め
ます

重点施策
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基本方針１ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１) 「地産地消」給食の推進 ①
木更津市内及び近隣市、千葉県内で生産された
食材を優先的に使用し、顔の見える「地産地消」
給食を推進します

地産地消食材使用割合 43.5% 45.0%（R8）
学校給食課
学校給食セン
ター

(２) 地元産有機栽培米の提供 ①
学校給食への地元産有機栽培米の提供割合１０
０％を目指します

学校給食への木更津産有機
米の提供割合

38.2% 100％（R7）
学校給食課
学校給食セン
ター

①
小学校において、野菜等の食材を「栽培→調理
→食す」活動を取り入れます

「栽培→調理→食す」活動を
取り入れる小学校の割合

100％（R８） 学校教育課

② 「食」に関する指導のための教材・教具の作成 教材・教具の作成数 １２媒体 33媒体（R８）
学校給食セン
ター

③ 学校と連携した食育指導支援を推進します
食育指導実施クラス数の割
合

１００％（R８）
学校給食課
学校給食セン
ター

(４) 学校給食施設の環境整備 ①

各調理校の施設設備及び器具等の補修を行う
とともに、将来にわたり、安全安心な給食を提供
するため、地産地消の拠点となる新しい給食施
設の整備を検討します

給食施設の整備 検討の実施 計画の実施（毎年度）
学校給食課
教育総務課
資産管理課

①
学校施設長寿命化計画を確実に実行し、学校施
設の整備に努めます

学校施設長寿命化計画の確
実な実施

計画の策定 計画の実施（毎年度）
資産管理課
教育総務課
学校教育課

②
トイレの洋式化及びバリアフリー法に基づくエレ
ベーター整備の推進等、学校施設のバリアフリー
化を推進します

トイレの洋式化完了校数
小学校１校
中学校１校

小学校4校
中学校3校
（R8）

資産管理課
教育総務課
学校教育課

(２) 小中学校の整備 ①
区画整理事業の進展等により児童生徒数の増
加が見込まれる金田小中学校の整備を検討しま
す

金田小中学校の整備の検討 検討の実施 検討の実施（毎年度）
資産管理課
教育総務課
学校教育課

(３)

(１)

重点施策 施　　　　策重点目標

9

「食」に関する指導を
推進し、安全・安心な
学校給食の提供に努
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学校の教育環境の整
備に努めます

学校施設長寿命化計画の
実行

食育のための環境の充実

10

-
 
1
8
 
-



基本方針２ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１)
市民参画による社会教育
行政の推進 ①

社会教育委員会議を定期的に開催し、市民の意
見や要望を取り入れる機会を充実します

社会教育委員会議の定期的
開催

年４回（５月、10月、12月、
3月）開催

年４回（５月、10月、12月、
3月）開催（毎年度）

生涯学習課

(２)
生涯学習・社会教育振興
のための支援体制の充実

①
市民の学習活動を支援するため、職員の資質向
上に努めるとともに、視聴覚ライブラリーの充実
を図ります

視聴覚ライブラリーだより
の発行回数

年８回（５月、６月、夏特別
号、９月、１０月、１１月、１２
月、２月）

年8回（毎年度） 生涯学習課

(３)
社会教育施設の総合的な
環境整備 ①

関係部署と連携を図り、市民の生涯学習の拠点
としての（仮称）生涯学習センター（公民館・図書
館）の再整備を進めるとともに、公民館長寿命
化計画等をふまえた施設の整備に努めます

社会教育施設の整備状況 計画の実施（毎年度）
生涯学習課
資産管理課

(１)
子育て・家庭教育支援事
業の充実 ①

家庭教育支援事業の充実を図るため、関係機
関・団体と連携し、親の育ちを応援する学びの環
境を整えます

家庭教育学級の講座数 15講座 各公民館１講座（R8）
生涯学習課　　　
公民館

①
市民の多様な学習ニーズに対応するため、生涯
学習市民公開講座や市役所職員による出前講
座を実施します

市民公開講座の利用者数、
出前講座の実施回数

・市民公開講座参加者数71
名
・出前講座９回

・市民公開講座参加者数１０
０名（毎年度）
・出前講座５０回（Ｒ８）

生涯学習課

② 市民の体験的学習活動を推進するための生涯
学習バスを運行します

生涯学習バスの運行回数 ６７回（※） １８０回（毎年度） 生涯学習課

(３)
社会教育関係団体の育成
と支援 ①

求めに応じて、団体が自主的に行う社会教育活
動に対し、助言や支援をします

関係団体主催事業の年間総
参加者数

0人（※） 800人（毎年度） 生涯学習課

(１) 人権教育研修会の開催 ① 人権の理念を普及し、その理解を深めるための
研修会を開催します

人権研修会の実施回数、参
加人数

年1回・１８名 年1回・30名以上（毎年度） 生涯学習課

(２) 人権啓発活動の実施 ① チラシ、リーフレット配布など、人権に対する意
識を高めるための啓発活動を推進します

啓発活動情報提供数 ３事業 3事業（毎年度） 生涯学習課

(２)

重点施策 施　　　　策
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津
を
愛
し

、
誰
も
が
自
ら
学
び

、
健
康
で
生
き
が
い
の
あ
る
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る

生
涯
学
習
社
会
の
実
現
を
目
指
し
ま
す

重点目標

1
生涯学習・社会教育
推進体制の充実に努
めます

2
生涯学習・社会教育
活動の充実に努めま
す

3
人権が尊重される社
会をつくるための取
組を進めます

市民の生涯学習機会の充
実

-
 
1
9
 
-



基本方針２ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１) 公民館利用者の拡大 ①
地域の特性や公民館の施設にあわせ、市民が気
軽に集うスペースの確保や自由に参加できる事
業を実施します

市民が気軽に集うスペース
の数、自由に参加できる事
業数

5事業 各公民館１事業（R8） 公民館

「まちづくり協議会」の活動
の支援数、課題解決のため
の事業数

8事業（※） 各公民館１事業（R8） 公民館

「青少年育成住民会議」の活
動の支援数、課題解決のた
めの事業数

5事業（※） 各公民館１事業（R8） 公民館

(３)
デジタル社会への対応支
援 ①

スマートフォンなどのデジタル機器の活用方法
の講座を行うとともに、デジタル機器を活用し
た学習機会を作ります。

デジタル機器の活用方法の
講座数

15事業 各公民館２事業（R8） 公民館

①
各種図書館事業の開催と図書館に必置の資料
の提供により、図書館利用者数を増やします。

年間の利用者数 年間94,762人 年間130,000人（Ｒ８） 図書館

②
ブックスタート事業により、乳幼児期からの読書
活動を推進します

ブックスタート事業の配賦
率

100％ 100％（毎年度） 図書館

③
おはなし会等の事業を開催し、図書館に来館す
るきっかけとなる機会を増やします

おはなし会等の参加者数 年間5,979人 年間6，000人（R8） 図書館

④
パスファインダーの作成を推進し、レファレンス
サービスの普及に努めます

パスファインダーの作成数 0件 20件（R8） 図書館

⑤
点字図書・録音図書・大活字本等を計画的に収
集し、読書にハンディキャップのある利用者に対
するサービスの充実を進めます。

点字図書・録音図書・大活字
本の受入数

点字図書46冊、録音図書
30タイトル、大活字本54冊

点字図書80冊、録音図書２
００タイトル、大活字本１２０
冊（Ｒ８）

図書館

① 相談会を開催するなど、電子図書の普及に努め
ます

登録者数 1,295人 4,000人（R8） 図書館

② 電子図書を計画的に購入します 電子図書ののべ購入数 12,307タイトル 14,300タイトル（R8） 図書館

図書館サービスの充実

電子図書サービスの拡大

地域自治の活動の支援(２)

(１)

(２)

重点施策 施　　　　策重点目標

ふ
る
さ
と
木
更
津
を
愛
し

、
誰
も
が
自
ら
学
び

、
健
康
で
生
き
が
い
の
あ
る
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る

生
涯
学
習
社
会
の
実
現
を
目
指
し
ま
す

4
公民館活動の活性化
を推進します

5

市民の読書活動を推
進することにより、生
涯学習体制の充実に
努めます

地域の課題解決のため、「まちづくり協議会」や
「青少年育成住民会議」の活動を支援するととも
に、課題解決のための事業を実施し、地域活動
のための人材の育成を図ります

①

-
 
2
0
 
-



基本方針３ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１)
青少年育成関係機関の活
動の支援 ①

青少年育成関係機関相互の連絡調整を行い、そ
れぞれの機関の活動の充実を支援します

青少年問題協議会の開催 年間2回開催 年間2回開催（毎年度） 生涯学習課

(２)
地域の教育力向上のため
の活動支援

①
放課後子ども教室の拡充支援、青少年育成地区
住民会議の活動支援を行い、地域の教育力の向
上を図ります

放課後こども教室の開催件
数

年間２９回開催（※） 年間１４９回開催（毎年度） 生涯学習課

(３)
地域の青少年健全育成活
動の支援 ①

青少年相談員の活動の充実に努めるとともに、
青少年育成活動の担い手の育成に努めます

青少年相談員主催の事業参
加者数

年間７，５１０人（※） 年間１２，０００人（毎年度） 生涯学習課

(１) 青少年育成事業の実施 ① オンラインで繋がる新しい交流の場や「二十歳を
祝う会」など、各種体験事業を実施します

二十歳を祝う会の開催
新しい交流の場を作る

・成人式を開催　　　　　　　　　
・オンラインで繋がる場は令
和4年度からの新規事業

・二十歳を祝う会の開催（毎
年度）
・オンラインで繋がる場を毎
月1回開催（毎年度）

生涯学習課

(２)
少年自然の家キャンプ場
の利用促進 ①

少年自然の家キャンプ場を自然体験活動の拠点
として、青少年教育事業を展開するとともに、利
用の促進を図ります

少年自然の家キャンプ場の
利用者数

年間140人（※） 年間１，８００人（毎年度） 生涯学習課

(３) 青少年の活躍の場の創出 ①
青少年が社会貢献するための知識や技術を習
得する支援に努めるとともに、地域社会におけ
る活躍の場を創します

ユースボランティア年間派
遣人数

0人（※） ５０人（毎年度） 生涯学習課

重点目標

1
地域の中で青少年を
支える環境づくりを
推進します

2

青少年が地域社会の
中で主体的に活躍で
きる環境づくりと、社
会的孤立を防ぐ取組
を推進します

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
を
社
会
全
体
で
支
え
る
仕
組
み
を
整
備
し

、

豊
か
な
人
間
性
と
主
体
的
な
判
断
力
を
持
つ
青
少
年
を
育
み
ま
す

重点施策 施　　　　策

-
 
2
1
 
-



基本方針３ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１) 相談活動の実施 ①
社会教育指導員等、専門家による相談活動（面
接・電話・メール）を行います

相談件数 １６５件 170件（毎年度）
まなび支援セン
ター

青色防犯パトロール等の計
画指導の実施回数

８７回 80回（毎年度）
まなび支援セン
ター

地区指導の実施回数 ６８回 70回（毎年度）
まなび支援セン
ター

(３)
青少年非行防止啓発活動
の実施 ①

青少年健全育成だより（News Letter）の発行
や青少年指導関係活動報告「青少年に愛の一声
を」を発行します

「News Letter」「青少年に
愛の一声を」の発行

年間3回発行 年間3回発行（毎年度）
まなび支援セン
ター

(４)
青少年指導関係運営協議
会の開催 ①

青少年指導関係事業を効果的に運営するため、
関係機関・団体・有識者との連携を図り、青少年
指導関係運営協議会を開催します

青少年指導関係運営協議会
の開催

年間３回
（うち書面開催２回）

年間3回開催（毎年度）
まなび支援セン
ター

(５)
体験活動をテーマとした
青少年事業の実施

①
野外活動やものづくりなど、地域の世代間交流
を図る機会を創出し、地域における青少年育成
を推進します

青少年事業の実施 25事業 各公民館２事業（R8） 公民館

①

3

青少年の健全育成と
非行防止を図るた
め、地域と連携した取
組を進めます

青少年補導員等によるパ
トロールの実施

青少年補導員による街頭指導、乗車マナー指
導、喫煙・飲酒防止キャンペーン等（青少年への
愛の一声運動）を関係機関、団体と連携し行うと
ともに、有害広告等の撤去依頼を行います

重点目標

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
を
社
会
全
体
で
支
え
る
仕
組
み
を
整
備
し

、

豊
か
な
人
間
性
と
主
体
的
な
判
断
力
を
持
つ
青
少
年
を
育
み
ま
す

重点施策 施　　　　策

(２)

-
 
2
2
 
-



基本方針４ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

①
千葉県指定史跡「金鈴塚古墳」の整備に努めま
す（駐車場含む）

金鈴塚古墳及び周辺の整備
石室羨道部石積復旧工事等
計画の34％を実施

整備の実施（R5) 文化課

②
映像資料やパンフレットの作成や小学校におけ
る学習支援など、千葉県金鈴塚古墳出土品の普
及啓発事業に取り組みます

金鈴塚古墳出土品の普及啓
発事業の実施

市内19校の対象児童に資
料約1,300部を配布

・小学生向け資料の配布（毎
年度）
・映像資料の作成・公開（Ｒ
６・R７）

文化課

(２) 文化財保護対策の推進 ①

市内に所在する有形・無形文化財、史跡、天然記
念物を保護し文化財の指定・活用・周知に努める
とともに、市内の文化財を保存し、伝承する団体
を支援するため補助金を交付します

文化財の保護及び補助金の
交付

・市指定文化財の指定に向
けた事務手続き
・保存・伝承団体3団体への
補助金交付

・市指定文化財の指定（隔年
度）
・保存・伝承団体への補助金
交付（毎年度）

文化課

(３)
埋蔵文化財保護対策の推
進 ①

埋蔵文化財保護のため、開発事業に対応した調
整を図り、必要な発掘調査や整理作業を実施す
るとともに、記録保存に努めます

埋蔵文化財保護、記録保存
の実施

『中尾遺跡群発掘調査報告
書』、『大畑台遺跡群発掘調
査報告書』各１冊、『文化財
調査集報』１冊の刊行

『千束台遺跡群発掘調査報
告書』５冊、『文化財調査集
報』４冊等の刊行（Ｒ８）

文化課

(４) 将棋文化の継承・普及 ①
小中学生将棋大会を開催し、将棋を通して地域
の伝統文化を促進します

小中学生将棋大会参加人数 120名（毎年度） 文化課

(５)
木更津市史の編さん・刊
行

①

本市の歴史や文化、豊かな自然への関心を高め
るため、新たな「木更津市史」を編さん・刊行す
るとともに、公開講座の実施、デジタルアーカイ
ブでの公開、調査研究成果を活用した学習活動
の支援に努めます

木更津市史の編さん・刊行、
アーカイブでの公開

未巻刊
『木更津市史』本編  7巻刊
行、アーカイブでの公開（Ｒ
８）

文化課

①
常設展示の改良、充実に努め、ふるさと文化を
目に見える形で示すことで、次世代への継承を
図ります

②
常設展示以外にテーマ設定をした期間限定の展
示会を開催することにより、市民の文化芸術に
触れる機会の提供に努めます

③
金鈴塚古墳出土品をはじめとした郷土に関する
調査研究を継続し、その成果を講座・展示に反
映させ、郷土の宝としての価値を広めます

教育普及事業実施数 0回（※） 年間10回以上（R8）
郷土博物館金の
すず

5,212人
（館内空調工事に伴い令和
３年7月16日まで休館）

年間来館者数 12，000人以上（R8）
郷土博物館金の
すず

重点目標

1

ふるさと文化の新た
な発見・保存・継承を
推進し、公開すること
により、シビックプラ
イドの醸成に努めま
す

重要文化財「千葉県金鈴
塚古墳出土品」の国宝化
推進事業の実施

博物館（郷土博物館金の
すず）事業の充実

市
民
に
よ
る
芸
術
文
化
活
動
の
活
性
化
を
図
り

、
地
域
の
文
化
遺
産
や
芸
術
文
化
を
次
世
代
に

引
き
継
ぐ
活
動
を
推
進
す
る
と
と
も
に

、

「
木
更
津
市
民
と
し
て
の
誇
り

」
の
醸
成
を
図
り
ま
す

重点施策 施　　　　策

(１)

(６)

-
 
2
3
 
-



基本方針４ 指　　　標
現状値

（令和３年度実績）
目　　　標 推進課

(１) 芸術文化振興事業の実施 ① 小中学校の音楽鑑賞教室を開催し、児童生徒が
優れた文化芸術に触れる機会を作ります

小中学校での音楽鑑賞教室
の開催数

小中学校３校で実施（※）
小中学校６校で実施（毎年
度）

文化課

(２)
芸術文化に親しむまちづ
くり振興事業の実施 ①

プロによるコンサートやアート制作ワークショッ
プ開催など、市民が優れた文化芸術に触れる機
会を提供します

優れた文化芸術に触れる機
会の提供

・コンサート１回実施
・アートワークショップ６回実
施

・コンサート３回以上実施
・アート制作ワークショップ
５回以上実施
・小中学校出前ワークショッ
プ5回以上実施
（毎年度）

文化課

(３) 文化芸術団体への支援 ① 各種文化芸術団体の活動を支援するため、実施
事業に補助金を交付します

文化芸術団体への補助金交
付

3団体に交付 3団体に交付（毎年度） 文化課

(４)
新しい中規模ホールの活
用方法の検討

① 関係部署と連携を図り、中規模ホールの活用方
法の検討を進めます

中規模ホールの活用方法の
検討

検討の実施 検討の実施（毎年度） 文化課

2

優れた文化芸術に触
れる機会を提供する
とともに、地域の文化
遺産や伝統芸能を次
世代に引き継ぐ活動
の充実を図ります

重点目標

市
民
に
よ
る
芸
術
文
化
活
動
の
活
性
化
を
図
り

、
地
域
の
文
化
遺
産
や
芸
術
文
化
を
次
世
代
に

引
き
継
ぐ
活
動
を
推
進
す
る
と
と
も
に

、

「
木
更
津
市
民
と
し
て
の
誇
り

」
の
醸
成
を
図
り
ま
す

重点施策 施　　　　策

-
 
2
4
 
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜表紙＞「KISARAZU PALETTE」きさらづパレット 

 未来の木更津市へ残したいものをテーマに、木更津市内の小学生が純真無垢な思いで描

いたアートの数々をパレットのようにデザインした作品です。２０２２年（令和４年）の木

更津市制施行８０周年を記念して作成されました。 

 

 


